
注記事項[一般会計等]

1　重要な会計方針

(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　平成２０年度から平成２７年度までは、基準モデルに基づいて固定資産の評価をしてきた。

　引き続き当該評価額とする。

　ただし、道路の敷地について、無償で移管を受けたものは備忘価格１円と評価している。

　なお、平成２０年度開始時資産については、別記のとおり評価した。

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的有価証券

該当なし。

②　満期保有目的以外の有価証券

ア　市場価格のあるもの

該当なし。

イ　市場価格のないもの

取得原価（取得価額に株数を乗じて算定した額）による。

③　出資金

ア　市場価格のあるもの

該当なし。

イ　市場価格のないもの

出資金額による。

※出資金の価値が減少した場合は、実質価額による。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　該当なし。

(4)　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

定額法による。

なお、主な耐用年数は以下のとおり。

　　建物　３～50年　、　工作物　５～60年　、　物品　２～31年

②　無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法による。

③　リース資産

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

該当なし。

イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法による。

　平成２８年度からは、取得価額が判明しているものについては取得価額、取得価額が不明なものは再調達価額
を基礎とした価額で評価している。

※取得価額がない場合にあっては、当該株式会社の資本の額及び資本準備金の額の合計額を発行済株
式の総数で除して得た額に株数を乗じて算定した額による。

　なお、販売用土地については棚卸資産として計上していたが、平成２３年度より土地として集中管理するこ
とに変更した。



(5)　引当金の計上基準及び算定方法

①　徴収不能引当金

②　賞与等引当金

③　退職手当引当金

④　損失補償等引当金

(6)　リース取引の処理方法

①　ファイナンス・リース取引

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引及び所有権移転外ファイナンスリース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理による。

イ　ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

②　オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

(7)　資金収支計算書における資金の範囲

　なお、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いを含んでいる。

(8)　消費税の会計処理

　税込方式によっている。

2　重要な会計方針の変更等

該当なし

3　重要な後発事象

該当なし

　未収金及び長期延滞債権については、回収不能による損失に備えるため、一般債権については過去５年間
の平均不納欠損率により、特定債権については個別に回収可能性を検討し、徴収不能見込額を計上してい
る。

　短期貸付金及び長期貸付金については、債務免除又は回収不能による損失に備えるため、過去５年間の平
均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上している。

　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、
それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上している。

　特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が、本年度の末日に自己都合退職した場合の要支給額を
計上している。

　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規
定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上している。

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（習志野市公金管理方針において、歳計現金等の保管方

法として規定した預金等）を範囲としている。

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円未満の重要性の乏しいものは除く。）



4　偶発債務

(1)　保証債務及び損失保証債務負担の状況

一般財団法人習志野市開発公社に対して 円

千葉県信用保証協会に対して 円

(2)　係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

5　追加情報

(1)　財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①　一般会計等の対象範囲

一般会計

②　一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異

一般会計等の対象範囲は、普通会計の対象範囲に加えて、

・　後期高齢者医療事業に係る職員給与費

　（千葉県後期高齢者医療広域連合への派遣職員分及び会計年度任用職員分）

・　後期高齢者人間ドック助成事業（交付金分のみ）

・　後期高齢者歯科健康診査推進事業

・　後期高齢者健康診査事業

・　後期高齢者保健事業（受託事業収入分）

を対象としている。

③　出納整理期間

④　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

　会計年度末においては現実の債務ではないが、将来、一定の条件を満たすような事態が生じた場合に債務と
なるものは、次のとおり。

　　1,966,905円及びこれに対する訴状送達の日(令和5年3月8日)の翌日から支払済みまで年3パーセ
ントの割合による金員

・　市民参加型市場公募地方債「はばたき債」に係る減債基金からの繰入金・市債償還元金

　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会
計年度の末の計数としている。

千葉地方裁判所令和５年（ワ）第３６５号損害賠償請求事件（国賠）

444,146,830

270,000,000

令和４年度
早期健全化

基準

実質赤字比率 11.57％ 20.00％ －％ 11.60％

連結実質赤字比率 16.57％ 30.00％ －％ 16.60％

実質公債費比率 25.0％ 35.0％ 6.8％ 25.0％

将来負担比率 350.0％ 24.2％ 350.0％

※実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は、「－％」で表示しています。

（参考）

指標の名称 令和５年度
早期健全化

基準

財政再生

基準

－％

－％

7.6％

30.5％



⑤　利子補給等に関する債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

一般財団法人習志野市開発公社 円

公益財団法人習志野市スポーツ振興協会 円

社会福祉法人習志野市社会福祉協議会 円

富士通株式会社千葉支社 円

株式会社ＪＥＣＣ 円

株式会社千葉銀行 円

株式会社京葉銀行 円

株式会社千葉興業銀行 円

株式会社内藤ハウス千葉営業所 円

立川ハウス工業株式会社千葉営業所 円

習志野大久保未来プロジェクト株式会社 円

東京センチュリー株式会社 円

セコム株式会社 円

円

株式会社オーエンス 円

ナンシンワコーグループ 円

株式会社図書館流通センター 円

株式会社ならしのスクールランチ 円

京成バラ園芸株式会社 円

株式会社オービス千葉営業所 円

興銀リース株式会社 円

社会福祉法人江戸川豊生会 円

社会福祉法人豊立会 円

谷津干潟ワイズ・ユースパートナーズ 円

株式会社日立システムズ 円

株式会社ダイゾー 円

日立キャピタル株式会社 円

三菱電機クレジット株式会社 円

NECキャピタルソリューション株式会社 円

株式会社スマートバリュー 円

株式会社関東広興 円

NTT・TCリース株式会社 円

株式会社関東三貴 円

福葉水道株式会社 円

株式会社ハートコーポレイション 円

株式会社内田洋行 円

Sky株式会社 円

株式会社フジマック 円

株式会社中西製作所 円

株式会社アイホー千葉営業所 円

富士産業株式会社 円

新日本厨機株式会社千葉営業所 円

東日本旅客鉄道株式会社 円

東日本電信電話株式会社ビジネス＆オフィス営業推進本部ビジネス営業部千葉法人営業所 337,634,000

128,233,270

3,713,233,729

330,447,301

112,680,000

111,760,000

11,550,000

879,611,788

66,000,000

165,753,500

27,500,000

233,131,800

8,870,400

9,992,664

932,378,344

849,235,000

4,118,400

85,945,320

29,843,249

14,598,678

14,598,678

904,754,400

315,252

344,520

32,322,780

78,574,320

350,316,120

2,811,108,073

4,039,561,000

1,421,501,400

168,687,425

50,820,000

69,498,000

39,528,120

52,149,460

66,880,000

60,500,000

10,318,000

438,900,000

22,198,000

48,840,000

65,604,000

96,357,660

令和４年度
早期健全化

基準

実質赤字比率 11.57％ 20.00％ －％ 11.60％

連結実質赤字比率 16.57％ 30.00％ －％ 16.60％

実質公債費比率 25.0％ 35.0％ 6.8％ 25.0％

将来負担比率 350.0％ 24.2％ 350.0％

※実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は、「－％」で表示しています。

（参考）

指標の名称 令和５年度
早期健全化

基準

財政再生

基準

－％

－％

7.6％

30.5％



⑥　繰越事業に係る将来の支出予定額

逓次繰越額

習志野文化ホール再生事業 円

地域子ども・子育て支援事業 円

（仮称）藤崎こども園整備事業 円

新清掃工場建設等検討事業 円

芝園清掃工場延命化対策事業 円

大久保小学校校舎改築事業 円

大久保東小学校校舎改築事業 円

小学校長寿命化改修事業 円

第二中学校校舎改築事業 円

中学校長寿命化改修事業 円

青年の家長寿命化改修事業 円

繰越明許費

戸籍・住民基本台帳等事務費 円

証明書コンビニ交付事業 円

住民税非課税世帯生活支援給付金（追加分）支給事業 円

住民税均等割のみ課税世帯生活支援給付金（追加分）支給事業 円

円

介護施設等整備事業 円

子どもの成長応援臨時給付金（県外転入児童）支給事業 円

未就学児の成長応援臨時給付金支給事業 円

新型コロナウイルスワクチン接種事業 円

芝園清掃工場運営費 円

橋りょう対策事業 円

鷺沼特定土地区画整理事業 円

３・３・１号線整備事業 円

３・３・３号線整備事業 円

千葉都市計画道路3・3・15号線整備事業 円

千葉都市計画道路3・3・15号線外２線整備事業 円

３・４・８号線整備事業 円

近隣（防災）公園整備事業 円

災害対策事業 円

小学校大規模改造事業 円

事故繰越額

旧屋敷公民館解体事業 円

介護施設等整備事業 円

住民税非課税及び均等割のみ課税世帯生活支援給付金（こども加算）支給事業

144,549,958

2,588,400

259,700,000

18,755,000

1,980,000

30,273,000

62,793,058

728,128,700

12,029,000

32,362,494

108,686,748

16,487,711

7,135,960

3,960,000

21,549,900

143,551,747

1,358,225

15,444,400

27,295,000

607,314,900

29,580,000

51,300,000

17,050,000

139,578,090

23,189,000

9,676,522

13,769,216

6,179,470

5,830,000

11,500,000

393,585,000

70,560,000

264,663,000



(2)　貸借対照表に係る事項

①　固定資産台帳システム更改に伴う、令和5年4月1日付け減価償却累計額再計算による影響額

（単位：円）

②　売却可能資産の範囲及び内訳

ア　範囲

令和６年度予算において、財産収入として措置されている公共資産

イ　内訳

予算措置なし

③　基金借入金（繰替運用）の内容

千円

④　地方交付税措置のある地方債のうち、後年度の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれる
ことが見込まれる金額

39,692,820

令和5年3月31日現在 令和5年4月1日現在

公表金額
減価償却累計額

再計算後金額

有形固定資産

事業用資産

建物 107,550,043,349 107,550,043,349 -

建物減価償却累計額 △ 67,092,801,165 △ 67,598,525,361 △ 505,724,196

工作物 35,116,501,205 35,116,501,205 -

工作物減価償却累計額 △ 23,062,732,817 △ 23,207,549,884 △ 144,817,067

インフラ資産

建物 1,522,928,130 1,522,928,130 -

建物減価償却累計額 △ 978,942,614 △ 970,908,643 8,033,971

工作物 56,989,655,264 56,989,655,264 -

工作物減価償却累計額 △ 42,669,305,559 △ 42,795,236,320 △ 125,930,761

物品 2,600,134,823 2,600,134,823 -

物品減価償却累計額 △ 2,087,253,798 △ 2,082,392,147 4,861,651

無形固定資産

その他 200,000,006 200,000,005 △ 1

影響額合計 - - △ 763,576,403

科目
減価償却累計額

再計算による影響額

繰替使用額

財 政 調 整 基 金 令和5年10月30日 ～ 令 和 6 年 3月 29日 1,000,000千円 

財 政 調 整 基 金 令 和 6 年 2月 15日 ～ 令 和 6 年 5月 31日 1,000,000千円 

期　　　　　　　　　間



⑤　組合又は地方開発事業団が起こした地方債の償還に係る負担等見込額

四市複合事務組合 千円

⑥　地方公共団体の財政健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素

標準財政規模 千円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 千円

普通会計の将来負担額 千円

［内訳］ 地方債の現在高 千円

債務負担行為に基づく支出予定額 千円

公営企業債等繰入見込額 千円

組合負担等見込額 千円

退職手当負担見込額 千円

設立法人の負債額等負担見込額 千円

連結実質赤字額 千円

組合連結実質赤字額負担見込額 千円

充当可能財源等 千円

［内訳］ 充当可能基金 千円

充当可能特定歳入 千円

基準財政需要額算入見込額 千円

（差引）普通会計が将来負担すべき実質的な負債 千円

⑦　地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

円

⑧　道路の敷地の評価額

円

イ　昭和５９年度以前に取得した道路の敷地について、貸借対照表に計上されている評価額

円

(3)　純資産変動計算書に係る事項

①　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

ア　固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上している。

イ　余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上している。

②　固定資産台帳システム更改に伴う、令和5年4月1日付け減価償却累計額再計算による影響額

（単位：円）

2,911

96,581,710,422

ア　昭和５９年度以前に取得した道路の敷地について、「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」の原則
的な評価基準及び評価方法によった場合の評価額

9,294,604

0

63,934,261

14,956,215

9,285,226

39,692,820

9,991,588

1,090,963,433

3,306,828

5,857,042

7,843,523

1,661,914

54,758

1,661,914

36,044,480

73,925,849

49,214,008

0

合計 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

その他 - △ 763,576,403 -



(4)　資金収支計算書に係る事項

①　基礎的財政収支

　　　業務活動収支 ＋ 円

　　　　　　うち　支払利息支出 ＋ 円

　　　投資活動収支 ＋ 円

　　　　　　うち　基金積立金支出 ＋ 円

　　　　　　うち　基金取崩収入 △ 円

　　　基礎的財政収支 円

②　既存の決算情報との関連性

（単位：円）

③　一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていない。

一時借入金の借り入れはなし。

なお、一時借入金の限度額は4,000,000千円である。

④　重要な非資金取引

新たに取得したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

第一中学校一時校舎 資産額 円

年度末負債額 円

△ 3,590,180,662

185,262,307

138,157,687

2,514,070,532

5,439,972,827

4,316,758,077

794,465,100

733,352,400

収入（歳入） 支出（歳出）

歳入歳出決算書 74,264,877,238 70,273,171,135

前年度からの繰越金に伴う差額 △ 1,783,859,491 -

前年度決算剰余金のうち財政調整基金積立額 - 1,500,000,000

資金収支計算書 72,481,017,747 71,773,171,135

合計 固定資産等形成分 余剰分（不足分）

その他 - △ 763,576,403 -



別記

有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

平成２０年度開始時資産については、下記のとおり評価した。

事業用資産

１．土地・・・原則として固定資産税評価額を採用

・平成23年度決算にて変更 

固定資産税評価額にて再評価した。

２．建物・・・再調達価額により評価

・取得価額判明

再調達価額 ＝ 建築額 × デフレータ

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却累計額

・取得価額が不明の場合

①

② 　①により判明しなかった場合は以下の式により算定した。

再調達価額 ＝ 対象建物の延床面積 × 建物構造別・用途別単価

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却累計額

３．工作物

Ａ．耐震性井戸付貯水槽

再調達価額 ＝ 取得価額（事業費） ×　デフレータ

開始時簿価 ＝ 再調達価額　－ 減価償却費累計額

（デフレータは建設工事費デフレータの工事種別「水資源機構」を利用）

Ｂ．プール

再調達価額 ＝ 取得価額（事業費） ×　デフレータ

開始時簿価 ＝ 再調達価額　－ 減価償却費累計額

（デフレータは建設工事費デフレータの工事種別「非住宅　その他」を利用）

主要構造：鋼板　うち事業費が判明しているプール　5箇所

429,164,648円÷2,070㎡＝207,326円/㎡

主要構造：鉄筋コンクリート　うち事業費が判明しているプール　6箇所

62,832,828円÷700㎡＝89,761円/㎡

これに、各プールの水面面積を乗じて算出した。

Ｃ．スポーツ施設

再調達価額 ＝ 取得価額（事業費） ×　デフレータ　

開始時簿価 ＝ 再調達価額　－ 減価償却費累計額 

（デフレータは建設工事費デフレータの工事種別「公園」を利用）

・取得価額には、付属設備も含めた。

（社）全国市有物件災害共済会の保険申込時における建築価額を取得価額とみなし、上記
判明分と同様に算定した。

・取得価額が不明である場合の再調達価額は、事業費が判明しているものの再調達価額から主
要構造に応じて、水面面積1㎡あたりの単価を算出。



平成9年度実籾本郷公園多目的広場：野球場（防球ネット、芝生）

事業費59,661,000円÷デフレータ102.2×85.7＝50,028,842円

 D．機械器具

再調達価額 ＝ 取得価額（事業費） ×　デフレータ

開始時簿価 ＝ 再調達価額　－ 減価償却費累計額

・プラネタリウムについては、保険による再調達価額を利用した。

インフラ資産

１．土地

平均単価

平成19年の路線単価の合計÷路線本数≒平成19年路線単価の平均

404,528,705円　÷　4,403　≒　91,900円（百円単位四捨五入）

・平成23年度決算にて変更 

道路の敷地についても、全て登記済の土地を固定資産税評価額により算定した。

その他の土地についても、固定資産税評価額にて再評価した。

２．建物

再調達価額 ＝ 建築額 × デフレータ

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却累計額

　　

・取得価額が不明のもののうち、秋津多目的広場（少年野球場）については、類似施設（実籾本
郷公園多目的広場の野球場）の事業費より、取得価額を算出。

　機械器具については、財産上の観点から取得価額をもって価額算定の基礎としたが、建物等と
一体となって機能を果たしているものについては、建物に準じて減価償却資産として価額算定を
した。

・芝園清掃工場、リサイクルプラザ、茜浜衛生処理場、消防指令装置の開始時簿価は、下記の式
により算定。

・芝園清掃工場、リサイクルプラザなどは一連の工程でその機能を果たしていることから、一体と
みなして算定した。

・学校にあるポンプ設備、照明灯の一部については、それぞれ取得価額が建物、工作物【スポーツ
施設】に含まれているため、機械器具としての算定はしなかった。

・取得価額が不明のもののうち、照明灯については同性能の資産の取得価額をもって再調達価
額とした。

　インフラ資産のうち、道路、水路、河川、港湾等、土地とその上部構造の工作物等が不可分一体（当
該工作物等が移動不可能または移動しないと想定されるケース等）とみられる場合、かかる土地の
取得価額が不明な場合がほとんどであり、事業用資産と同様に固定資産税評価額を再調達価額と
して開始時簿価とした。但し、道路（土地）については平成19年度路線単価に道路台帳で把握して
いる面積を乗じて算出した。

・原則として、デフレータは（社）全国市有物件災害共済会のデフレータ 建物構造別・用途別デフ
レータを利用した。



・取得価額が不明の場合

①

② ①により判明しなかった場合は以下の式により算定した。

再調達価額 ＝ 対象建物の延床面積 × 建物構造別・用途別単価

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却累計額

３．工作物

Ａ．防火水槽

再調達価額 ＝ 取得価額（事業費） ×　デフレータ

開始時簿価 ＝ 再調達価額　－ 減価償却費累計額

（デフレータは建設工事費デフレータの工事種別「水資源機構」を利用）

・供用開始年月日が不明のものは、昭和33年以前に供用を開始したものとして算定した。

事業費が判明している防火水槽　37箇所

165,431,285円÷1,660㎡＝899,657円/㎡

　これに、各防火水槽の容量を乗じて算出した。

Ｂ．道路

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却費累計額

＜再調達価額＞

① 幹線1級・2級・一般市道ごとに実延長をもとに実面積を算出した。

②

③

道　路　種　類 単　価

幹線1級 26,000円

幹線2級 26,000円

一般市道 7,300円

・道路については個別に把握は困難なので1年度１資産とした。

・認定外道路は、供用開始日がないために、昭和61年度以前部分に含めた。

・昭和62年度以降は台帳から算出した。

・公図上で地番が記載されていない土地及び農道は算出しなかった。

（社）全国市有物件災害共済会の保険申込時における建築価額を取得価額とみなし、上記
判明分と同様に算定した。

・建物に付された火災保険の建物構造別・用途別の単価は建物構造別・用途別の単価表を利用
した。

・取得価額が不明である場合の再調達価額は、事業費が判明しているものの再調達価額から容
量1㎡あたりの単価を算出した。

幹線1級及び2級の道路についてはモデル道路築造費（W＝11.0m　L＝1.0m　両サイド側溝
設置・道路照明灯含む）により1㎡当たりの単価（千円単位四捨五入）を算出し、その単価に
基づき再調達価額とした。

一般市道については、舗装工事費をもとに1㎡当たりの単価（百円単位四捨五入）を算出し、
その単価に基づき再調達価額とした。

・道路台帳が管理されていない昭和61年度以前の道路は把握することが困難なので、使用開始
年度は48年前（耐用年数）の昭和31年（1956年）と昭和62年（1987年）の中間をとり、昭和
47年（1972年）とみなした。

【道路―標準単価1㎡当たり】



Ｃ．公園

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却費累計額

＜再調達価額＞

① 事業費が判明した公園については、事業費をもって再調達価額とした。

②

公　園　種　類 単　価

①地区公園 12,100円

②近隣公園 11,000円

③街区公園 9,900円

④都市緑地・都市緑道 1,200円

⑤その他（※１） 個別に判断

※１ 谷津干潟公園は事業費又は都市緑地の単価を適用

秋津公園は事業費

香澄公園は事業費

海浜公園は地区公園の単価を適用

鷺沼台2丁目暫定広場は街区公園の単価を適用

・地区公園標準単価について

実籾本郷公園　事業費　501,392,100円÷41,328.74㎡≒12,100円

・近隣公園標準単価について

袖ヶ浦西近隣公園　事業費　203,970,650円　　現況地積　22,225.00㎡

袖ヶ浦東近隣公園　事業費　223,797,730円　　現況地積　22,073.27㎡

屋敷近隣公園 　　　　事業費　291,682,610円　　現況地積　20,444.49㎡

　　　　　　　計　　　719,450,990円　　　　計　　　　　64,742.76㎡

719,450,990円÷64,742.76㎡≒11,100円

・街区公園標準単価について

東習志野ふれあい広場　事業費　90,125,837円　現況地積　　 8,998.87㎡

屋敷ふれあい公園　　　　　事業費　62,118,000円　現況地積　　 6,309.47㎡

　　　　　　　　　　　計　 152,243,837円  現況地積　15,308.34㎡

152,243,837円÷15,308.34㎡≒9.900円

・緑地等標準単価について

谷津5丁目公園　　事業費　4,831,730円　　現況地積　4,020.88㎡

4,831,730円÷4,020.88㎡≒1,200円

事業費が不明の公園については事業費が判明した公園の種類ごとの事業費を現況地積で
割り返し、1㎡当たりの単価（百円単位四捨五入）を算出し、その単価に基づき再調達価額と
した。

【公園―標準単価】



Ｄ．橋りょう

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却費累計額

＜再調達価額＞

① 橋梁ごとに実延長をもとに実面積を算出した。

②

橋　梁　種　類 単　価

跨線橋 560,900円

一般橋梁 356,800円

・橋梁については個別に特定できるので個別に管理することとする。

Ｅ．人工地盤

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却費累計額

＜再調達価額＞

①

② 該当3箇所について、次のとおり算定した。

・ペデストリアンデッキ南口・・・事業費にデフレータ（道路橋梁）を使い再調達価額を算定

・津田沼駅構内跨人道橋・・・事業費にデフレータ（道路橋梁）を使い再調達価額を算定

③ 耐用年数は橋梁と同じ60年とした。

Ｆ．水門・護岸

Ｇ．機械器具

・地下水浄化施設、ポンプ室の開始時簿価は、下記の式により算定した。

開始時簿価 ＝ 取得価額 － 減価償却費累計額

・取得価額が不明の2件については、再調査することとし、開始時簿価は1円とした。

　港湾は3件確認できたが、事業費を特定することが困難であったので備忘価額1円とし、今後の
検討課題とする。

　機械器具については、財産上の観点から取得価額をもって価額算定の基礎としたが、建物等と
一体となって機能を果たしているものについては、建物に準じて減価償却資産として価額算定を
した。

・公園にあるポンプ室については、取得価額が工作物【公園】に含まれているため、機械器具とし
ての算定はしなかった。

・ペデストリアンデッキ北口・・・事業費が不明なので南口事業費1㎡当たりの再調達価額をも
とに算定

【橋梁―標準単価1㎡当たり】

橋梁を跨線橋と一般橋梁に分類し　モデル事業築造費により1㎡当たりの単価（百円単位四
捨五入）を算出し、その単価に基づき再調達価額とした。

・道路台帳が管理されていない昭和61年度以前のすべての橋梁は把握することが困難なので、
供用開始が不明の場合は使用開始年度を60年前（耐用年数）の昭和19年（1944年）と昭和
62年（1987年）の中間をとり、昭和42年（1967年）とみなした。

人工地盤は、道路の一部を構成しているが、一般の道路とは構造が異なるため、別途価額を
算定した。



物品　　

物品については、取得価格または見積価格が50 万円以上の重要物品を計上した。

Ａ．物品

開始時簿価 ＝ 取得価額 － 減価償却費累計額

再調達価額 ＝ 同性能の当該資産の市場価額

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却費累計額

・令和２年度決算にて変更 

（令和２年４月１日以降、新たに計上するものに限る。）

・令和4年度決算にて変更 

Ｂ．美術品

美術品については購入金額が判明した分は購入価額を取得価額とした。

寄贈等により取得価額が不明の場合は、保険価額を取得価額とした。

その他不明分については、美術年鑑等により評価をした。

開始時簿価 ＝ 取得価額

（美術品については時の経過により資産価値が減少しないため減価償却を要しない。）

・平成28年度決算にて変更 

取得価格または見積価格が300万円以上のものを計上した。

Ｃ．車両運搬具

　使用に要されている間は耐用年数経過後も1円の備忘価額とした。

開始時簿価 ＝ 取得価額 － 減価償却費累計額

再調達価額 ＝ 同性能の当該資産の市場価額

開始時簿価 ＝ 再調達価額 － 減価償却費累計額

　習志野市財務規則第２７４条第１項に定める重要物品の金額を５０万円以上から１００万円
以上に変更したことに伴い、取得価格または見積価格が１００万円以上のものを計上すること
に変更した。

　固定資産台帳システム更改に伴い、全ての物品について、取得価格または見積価格が１００
万円以上のものを計上することに変更した。令和２年３月３１日以前に計上した、取得価格ま
たは見積価格が50万円以上100万円未満のものについては、固定資産台帳上、除却処理を
行った。

　車両運搬具は、市の重要な資産との認識から、開始時簿価が50万円未満であっても、全て計上
することした。

・取得価額が不明である場合の開始時簿価は、同性能の当該資産の市場価額をもって再調達
価額とし、下記の式により算定した。

　取得価額が不明である場合の開始時簿価は、同性能の当該資産の市場価額をもって再調達
価額とし、下記の式により算定した。


